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中国ビジネスに携わる者にとって、“発票”は非常に身近な存在であるとともに、時には大

きな悩みの種となります。近年の営業税の増値税への一本化政策に伴い、日常の取引におい

て目にする“発票”は「増値税発票」に統一化されつつあります。「増値税発票」は、“増値

税専用発票”と“増値税普通発票”の二種類に区分されますが、“増値税普通発票”について

は、電子化して電子発票として発行することが認められています。近年、インターネットを

経由した電子決済が急速に増加し、これに対応して“発票”についても急速に電子化が進ん

でいます。そこで、今回は、増値税発票とその電子化について、仕組みと注意点を解説しま

す。 

 

 

１．中国における“発票”の意義 

中国における“発票”とは、商品の販売や役務の提供、その他の経営活動において、その

対価の収受の証憑として発行される文書をいい、この意味では日本でいう“領収書”と同義

となります。しかしながら、中国でいう“発票”は、税収管理のため国務院及び税務局の管

理下において発行される文書をいい、企業や個人が自由に発行することができる“領収書”

（中国語でいう“収据”）とは区別されます。そのため、この“発票”を日本語で訳する場合

には、“領収書”とは言わずに、“発票”（ファーピャオ）もしくは“税務インボイス”という

ように表現するのが一般的です。 

このように、“発票”は取引対価の収受に関する税収管理の目的で発行される文書ですので、

企業もしくは個人に支出が発生した場合には、一部の例外を除き、支出の証憑として支払先

から受領した“発票”の原本を保管しなければならないものとされています。 

 

２．“増値税発票”とその電子化 

“発票”は、管理対象となる税目に応じて“増値税発票”と“営業税発票”とに区分され

ますが、近年、営業税の増値税への一本化政策の実施に伴い、日常的な取引で収受する発票

は“増値税発票”に集約されつつあります。また、“増値税発票”は、税収管理の目的により

“増値税専用発票”、“増値税普通発票”及び“その他の発票”に区分されますが、現在では

“その他の発票”は公共料金や交通機関等から発行される発票など限定的な場合に限られ、

基本的には“増値税専用発票”もしくは“増値税普通発票”が発行される状況なってきてい

ます。 

このような状況の下、“増値税普通発票”については電子化して電子発票として発行するこ

とが認められています。電子発票は、取引対価の受領者が発票発行に必要な一定の手続きを

行うことにより発行され、支払人に対しては PDF等の形式で電子化された発票情報が送付さ 

 

 



 

             
                    

 

○C  2015 SSBC. All rights reserved. 

 
            

成和-上海快報 は、一般情報の提供を目的としておりますので、特定の問題は専門家のアドバイスが必要となります。弊社の連絡先は以下の通りです。 

 

■ 上海事務所 上海成和ビジネスコンサルティング 上海市長寧区延安西路 1600 号禾森商務中心 303 室 tel  +86-21-5237-6737  fax  +86-21-5238-2779 
 
■ 岐阜事務所 税理士法人 成和 ／ 株式会社成和ビジネスコンサルティング 岐阜県岐阜市菅生 2-3-19 tel +81-58-295-7077 fax +81-58-295-7078 
 
■ ホーチミン事務所 ベトナム成和ビジネスマネジメント No.27,Thu Khoa Huan,F.8,Q.Tan Binh,Ho Chi Minh City,Vietnam Tel:+84-8-864-0244 

成和－上海快報 
 

   

   
      

     SSBC-Shanghai Express News                            Vol. 2017‐０４ 
 
 
 
 
 
   

 
            

S
Seiwa Global   URL: http://www.seiwa-group.jp 

 

 

れます。電子発票の受領者は、受領して一定期間内に税務局が提供するインターネットサイ

ト上で真偽の確認を行い、送付された発票データに基づき財務処理を行います。前述のとお

り、企業もしくは個人は、支出の証憑として、原則として“発票”の原本を保管する義務が

ありますが、電子発票については、この発票データを証憑として財務処理を行うことが認め

られます。 

 

３．注意点 

このように、従来の“発票”は、支払人の手元に必ず原本が実在しましたが、電子発票に

ついては、支払人は発票情報を確認するのみであり、原本は支払人の手元に存在しません。

そのため、電子発票の発票情報を受領した場合には、必ず税務局が提供するインターネット

サイト上において電子発票の真偽を確認する必要があります。当然ながら、発票に記載され

た支払人の名称や取引の内容についても正確であるか否か確認を行う必要があります。 

また、従業員が立替払いした会社費用について電子発票が発行された場合、従業員が会社

に対してこの費用精算を行うためには、PDF等の形式で送付された電子発票の情報をプリン

トアウトした資料をもって支出証憑とすることになります。性質上、電子発票の情報のプリ

ントアウトは複数回行うことも可能ですので、悪意に使用しようとする場合には、同じ電子

発票で複数回費用精算を行うことも可能となります。そのため、企業としては、電子発票に

よる費用精算を行うに当たっては、証憑とされた電子発票が過去の費用精算の証憑とされた

電子発票と重複しないことを確認するなどの注意が必要となるものと考えられます。 

 

 

【ご案内】 

上海成和ビジネスコンサルティング（税理士法人成和）では、2017年 4月より毎月、 “ツボを押さえ

る中国ビジネス基礎講座” と題した無料勉強会の開催を予定しております。4 月、5 月のテーマは以

下の通りとなっております。参加をご希望の方は、下記の連絡先（担当：西澤）までお問い合わせくださ

い。 

 2017年 4月 26日（水）16:00～17:30  【定員 5名】 

テーマ ：  中国国内組織の基礎を理解しよう 

         ～ 現地法人と駐在員事務所の相違について 

 2017年 5月 31日（水）16:00～17:30  【定員 5名】 

テーマ ：  外国人就業管理の基礎を理解しよう 

         ～ 外国人就業管理制度と出入国管理制度について 

講師  ：  上海成和ビジネスコンサルティング 西澤民行 

会場  ：  上海成和ビジネスコンサルティング 会議室 
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